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 災害時において、初動体制を図るにあたっては災害状況を把握するための画像伝送や通信を

確保する事が極めて有効である。国土交通省では災害時の画像伝送に通信衛星を利用した衛星

通信車やＫｕ－ＳＡＴⅡを活用しているが、被災して車両交通が不可能となった場所へは、人

力で搬送・設営可能な画像伝送方法の検討を行う必要がある。 
山岳地域において、有効なＩＰ画像伝送方法となる公共ブロードバンド移動通信システム

（以下、「公共ブロードバンド通信」という。）設備の訓練を実施したので紹介する、 
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1.  はじめに 

 近年、東日本大震災や熊本地震などの巨大地震、台風

や停滞する低気圧による土砂災害や洪水被害などの広域

災害が多く発生している。 

近畿地方においても、2011年熊野川流域に長期間に停

滞した雨雲により土砂崩れや河川の氾濫を引き起こした

紀伊半島大水害における赤谷地区の河道閉塞被災現場の

ように商用電源および民間有線回線や携帯電話サービス

エリア対象外の場所にはＫｕ－ＳＡＴが活躍した、今後

は、2012年に次世代衛星通信システムに更新された衛星

通信車やＫｕ－ＳＡＴⅡの活躍も期待されるが、道路が

寸断され車両進入が不可能となった場合にも衛星通信車

などと組み合わせて、現地に徒歩で運搬出来る通信手段

である公共ブロードバンド通信装置の訓練を実施したの

で紹介する。 

 

2.  訓練概要 

 訓練内容は、大規模災害が発生し車両進入が不可能、

商用電源が無くかつ民間の携帯電話サービスエリア外の

現場においてドローンで撮影した映像（画像）を公共ブ

ロードバンド通信装置を利用して、車両通行可能な場所

に待機する衛星通信車を経由して、地方整備局の災害対

策本部へ画像伝送する。 

実施は、2017年11月13日・14日に近畿地方整備局企画

部情報通信技術課と防災課が整備局災害対策室設営、九

頭竜川ダム統合管理事務所が訓練の総括、近畿技術事務

所のドローン操作、福井河川国道事務所が衛星通信車設

営に加えて、公共ブロードバンドデモ機提供・設営協力

を災害協定に基づく協力会社により図－１の構成で行っ

た。 

 

 

図－１ 訓練構成図 

 

場所は福井県大野市中島地先、真名川ダム上流の雲川

第一堰堤を車両進入不可能な災害発生場所、下流の中島

公園広場を車両通行可能な場所と想定した、図－２のと

おり訓練場所間の1.6ｋｍの区間は雲川の渓谷がある山

岳地域になっており、公共ブロードバンド通信装置相互

は、見通し外区間である。 

 

 
図－２ 訓練実施場所状況 
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2.  訓練における確認事項 

訓練を行うにあたり、確認したい成果項目を以下とお

り設定して確認することとした。 

(1) 送信画像の見え方（有効性）の検証 

ドローン撮影、公共ブロードバンド通信装置相互、衛

星通信車より災害対策本部までの各区間および全体を通

した見え方確認。 

(2) 災害対策室との連絡方法の検証 

 公共ブロードバンド通信を用いたドローン操作者への

操作指示の伝達。 

(3) 山岳部での移動体通信の伝送距離の検証 

公共ブロードバンド通信装置相互の見通し外区間とな

る山岳部での画像鮮明度の確認 

(4) 画像配信を行うための必要人員の確認 

 ドローン操作、公共ブロードバンド通信装置相互及び

衛星通信の各操作、搬送用人員 

 

3.  訓練後の確認事項の整理 

(1) 送信画像の見え方（有効性）の検証 

 画像の伝送先である近畿地方整備局災害対策本部では、

大画面表示しても遜色ない画像配信が行えていることが

確認された。（写真－１） 

 今回の課題は、使用したドローン装置の操作器からの

映像信号がＨＤＭＩ規格であるのに対して、ＩＰ配信の

ために画像圧縮するエンコーダ装置への入力がＮＴＳＣ

規格で変換用コンバータが介在したため、複数段階の信

号変換と装置が必要となり設備が増え設営手間が増える

のみならず、装置と消費電力の増加にもなり、また今回

は高画質（ＨighＤefinition）画像を標準画質（Ｓ

tandardＤefinition）に変換したため画質の劣化も懸念

されたところであったため信号や入力端子など規格の事

前確認が必要であった。（図－３） 

 

 

写真－１ 災害対策本部会議室写真 

 

図－３ 災害現場想定箇所設営機材 

 

 (2) 災害対策室との連絡方法の検証 

訓練では、民間有線や携帯電話サービスエリアが無い

状況で画像を求めている地方整備局災害対策本部などが

求める場所の的確なドローン撮影した映像（画像）を送

信するため、災害対策本部からドローン運用者に操作指

示を行う方法を検討した。 

衛星通信車による衛星回線及び公共ブロードバンド通

信、音声ＩＰ変換を行うＶｏＩＰゲートウェイでマイク

ロ内線電話回線を構築し、災害対策本部より内線電話で

現地に指示してリクエストされた映像を伝送する訓練を

行い、その指示を的確にドローン操作に反映させること

ができた。 

(3) 山岳部での移動体通信の伝送距離の検証 

公共ブロードバンド通信装置の標準仕様においては、

可搬運用する際のアンテナは、本体に取り付ける30ｃｍ

程度のホイップアンテナが使用されるが、山岳地域の災

害発生想定場所と想定した雲川第一堰堤から衛星通信車

を配置した見通し外1.6ｋｍの区間では、良好な状態で

の画像通信が出来ない状態であった。 

そこで、電波の伝搬を向上させるために送受信アンテ

ナに八木アンテナ（3素子）を設営したことで、安定し

た画像通信が可能となり実効通信速度 1.7～2Ｍｂｐｓ

を確認できた。  

この数字は、公共ブロードバンド通信装置と接続して

運用する衛星通信車の画像伝送chの伝送速度が最大 2Ｍ

ｂｐｓであることを鑑みても動画映像の画像伝送に耐え

る性能であり、電波が届きづらい見通し外区間において

も、八木アンテナを利用することで対向する公共ブロー

ドバンド通信装置の方向に対しての電波の送受信利得を

向上させ山岳地域においても画像伝送が出来ることが確

認できた。 

 訓練で想定されたアンテナの種別とその電波に対する

絶対利得（ｄＢｉ）は、表－１のとおりである。 
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表－１ アンテナの空中線利得 

 

 

(4) 画像配信を行うための必要人員の確認 

 標準的な現場での必要な人員は、ドローン調査班 3名、

公共ブロードバンド設営班が 2名ずつ 4名、衛星通信車

設営班 2名の合計 9名程度必要と想定していた。 

 しかし、ドローンや公共ブロードバンド通信装置本体

の設営のみならず周辺装置の運用には人員が足らないこ

とが判明した、ＩＰ伝送にて送信画像をＩＰ変換するた

めのエンコーダ装置や内線電話を運用するためのＶｏＩ

ＰゲートウェイやＨＵＢ装置を災害発生想定場所におい

て運用するには電源が必要となり、実際訓練では可搬型

の小型発電機を利用した。 

 また、電波の伝搬を向上させるための八木アンテナを

設営したが、送受信で約 1ｍ程度のアンテナを高さ 3ｍ

に送受信で 2基設置するには、更に追加人数が必要とな

るため今回訓練での実作業必要人員は、表－２のとおり

と想定される。 

 

表－２ 画像配信必要人員表 

 

 

4.  画像伝達に用いる無線装置の検討 

(1) 公共ブロードバンド通信装置概要 

 公共ブロードバンド通信装置は、2011年にテレビがア

ナログ放送から地上デジタル放送に切り替わり空いた電

波の跡地であるＶＨＦ帯の一部 200ＭＨｚ帯（170ＭＨ

ｚ～202.5ＭＨｚ）を利用して、災害現場等に於いて機

動的かつ確実に映像伝達を行う手段として、警察・消防

などを含む防災機関に総務省より周波数が割り当てられ

安心・安全の確保といった用途に利用が期待されている

装置である。 

国土交通省の標準仕様では、「国土交通省公共ブロー

ドバンド移動通信システム標準仕様（国電通仕第56

号）」に定める仕様で2016年(平成28年)に制定され、可

搬出来る装置として熊本地震においても九州地方整備局

が橋梁の被災現場の画像を伝送するなどの実績もある装

置となっている。 

 

 

図－４ 地上アナログ放送の電波跡地利用 

 

表－３ 公共ブロードバンド通信装置規格 

 

 

(2) 無線装置の特性による比較 

 表－４において、災害現場からの画像伝送方法を比較

する。 

 条件として、今回の想定は車両進入不可能な山岳地域

被災地を想定したものであるため、車両での機材運搬は

出来ない、徒歩での移動距離も平地では道路距離80ｍを

1分であるが、山岳地域の被災地において機材を持って

の移動距離は登山の一般的な時速1.5ｋｍを参考にして

無線伝搬に求める距離も1時間移動を限度と考え1.5ｋｍ

程度と想定した。 
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表－４ 画像伝送方法比較   

 
 
山岳地域の見通し外区間の伝送が極端な結果を示し

た理由は、電波の周波数特性により生じている。公共

ブロードバンド通信 200ＭＨｚが有利な性質を示した理

由は、”アンテナの指向性”と“山岳回折波”“山岳

反射波”が影響すると考えられる。 
a)アンテナの指向性 

 電波の受信電力はFriisの伝送公式(1a)式で求められ、

何も無い自由空間の伝送損失は(1b)式の送信と受信の

差より求める。 

 

 以上の式より、電波の損失は周波数の2乗に比例して

増加する事が確認出来る。 
 人力にて運搬可能で、画像伝送を行える装置として、

公共ブロードバンド通信 200ＭＨｚと国土交通省 5ＧＨ

ｚ（ｉ-ＲＡＳ）の伝送損失を表－５に比較した。 
 
表－５ 電波伝送損失比較 

 

各々利得無しの自由空間の伝送損失と比較して、公

共ブロードバンド通信 200ＭＨｚには訓練で用いた八

木アンテナと同じ 7.65ｄＢ利得、国土交通省 5ＧＨｚ

（ｉ-ＲＡＳ）には平面アレイアンテナ 21.9ｄＢ利得を

用いるとアンテナを用いては偶然に同程度の損失とな

ったが、比べてみると図－５のように利得を上げるた

めに電波の指向性を絞っているので移動を行っての通

信や見通しが出来ない場所には使いづらくなる。 

 

 

 
図－５ アンテナの指向性 
 
b)山岳回折波と山岳反射波 

装置相互間が見通し外区間の場合には、電波が折れ

て拡散する回折波、大地や山岳に反射する反射波が利

一般部門（安全・安心）Ⅱ：No.07

4



用できるが、周波数の低いＶＨＦ帯電波の方が優れた

性質を持っている。さらに、前項のアンテナの指向性

でも触れたが、周波数が高い国土交通省 5ＧＨｚ（ｉ-

ＲＡＳ）は、電波の減衰を補うため指向性が狭いアン

テナが用いられるため、図－６のように公共ブロード

バンド通信 200ＭＨｚの方が有利と想定できる。 

 

 

図－６ 山岳回折波と山岳反射波 

 

 以上の理由から山岳地域の見通し外区間の伝送では、

公共ブロードバンド通信 200ＭＨｚが適していると判

断したため今回の訓練対象とした。 

 

5.  今後の展望について 

 訓練では、図－３、写真－２のように構成装置が複

数になり持ち運びは困難であるため、設備を見直して

いくことが今後の課題となる。３．項訓練後の確認事

項の整理に対して解決方法を検討することとした。 

 検討にあたっては、３項(4)において訓練前想定した

人員より追加で必要となった公共ブロードバンド設営

に関する”電源設備設営”と”アンテナ設営”をいか

にして削減するかが訓練成果を生かした提案になるこ

とから次のように考察した。 

(1) 電源設備設営の削減提案 

 訓練において、電源が必要となったのは画像送信の

ための画像ＩＰ変換を行うエンコーダ装置、電話のた

めの音声ＩＰ変換のＶｏＩＰゲートウェイが該当した

が、1～2時間の現地調査には、自らバッテリ動作する

ＩＰネットワークカメラやＩＰ電話を利用すれば、変

換装置や20ｋｇ程の小型発電機を持ち歩く必要が無い

ため電源設備設営のための人数を抑えられる。 

 

 

写真－２ 訓練構成機材写真 

 

(2) アンテナ設営の削減提案 

 訓練では、相互に八木アンテナ（3素子）を使用した

が、通信の中継基地となる衛星通信車に高利得なアン

テナを据付けて被災現場への徒歩移動を軽くする方法

もある。 

 

表－６ アンテナと損料比較表 

 

 

 

 訓練を行った公共ブロードバンド通信装置が導入さ

れる際には、今回の考察を踏まえて設備構成の集約と

効率化により実用的な運用を行うことが期待できる。 
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